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(57)【要約】
　光導波路およびこの光導波路に光学的に結合するよう
に配置された光微小共振器を含む、光微小共振器装置を
開示する。この導波路は、コアと、このコアの１つの境
界の少なくとも一部の上にある金属被覆層とを含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コアと、前記コアの１つの境界の少なくとも一部の上にある金属被覆層とを含む光導波
路と、
　前記導波路に光学的に結合するように配置された光微小共振器と、を備える、光微小共
振器装置。
【請求項２】
　前記光微小共振器が、球体共振器、トロイド共振器、環共振器、ディスク共振器、レー
ストラック状共振器、長方形状共振器、多角形状共振器、およびファブリ・ペローキャビ
ティ共振器から成る群から選択される、請求項１に記載の微小共振器装置。
【請求項３】
　前記光導波路コアが、基板上に配置された誘電体隆起部である、請求項１に記載の微小
共振器装置。
【請求項４】
　前記金属被覆層が、前記光導波路コア隆起部の少なくとも一部の下方にある、請求項３
に記載の微小共振器装置。
【請求項５】
　前記金属被覆層が、前記微小共振器の位置とは反対側にある前記光導波路コア隆起部の
境界の少なくとも一部の上にある、請求項３に記載の微小共振器装置。
【請求項６】
　前記導波路コアがシリカから成る、請求項１に記載の微小共振器装置。
【請求項７】
　前記導波路コアが、シリコン、シリコン窒化物、シリコン酸窒化物、チタニア、ジルコ
ニア、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体、ＩＩ－ＶＩ族化合物半導体、およびポリマーから成る
群から選択される、請求項１に記載の微小共振器装置。
【請求項８】
　前記金属被覆層が、アルミニウム、金、インジウム、銀、ロジウム、ナトリウム、イリ
ジウム、マグネシウム、銅、レニウム、鉛、モリブデン、白金、亜鉛、ニッケル、ストロ
ンチウム、ニオビウム、タンタル、イッテルビウム、オスミウム、コバルト、鉄、バナジ
ウム、およびこれらの金属の合金から成る群から選択される、請求項１に記載の微小共振
器装置。
【請求項９】
　前記金属被覆層が、金、銀、アルミニウム、銅、およびこれらの合金から成る群から選
択される、請求項１に記載の微小共振器装置。
【請求項１０】
　前記金属被覆層が動作波長において前記金属の表皮厚の２倍を超える厚さを有する、請
求項１に記載の微小共振器装置。
【請求項１１】
　前記導波路および前記微小共振器が両方配置される基板をさらに含む、請求項１に記載
の微小共振器装置。
【請求項１２】
　誘電体被覆導波路と前記金属被覆導波路との間に、少なくとも１つの遷移をさらに含む
、請求項１に記載の微小共振器装置。
【請求項１３】
　前記金属被覆層が、前記共振器に隣接したコア部分のみに沿った前記導波路コア上に存
在する、請求項１に記載の微小共振器装置。
【請求項１４】
　前記導波路が、前記共振器の反対側にある光ファイバーテーパーの境界上に前記金属被
覆層を有する前記テーパーを備える光ファイバーである、請求項１に記載の微小共振器装
置。
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【請求項１５】
　前記導波路が、前記微小共振器に側方に沿って結合している、請求項１１に記載の微小
共振器装置。
【請求項１６】
　前記導波路が、前記微小共振器に垂直に結合している、請求項１１に記載の微小共振器
装置。
【請求項１７】
　光微小共振器装置であって、
　隆起部を含む誘電体コアと、
　前記コアの１つの境界の少なくとも一部の上にある金属被覆層とを含む光導波路であっ
て、前記金属被覆層が動作波長において前記金属の表皮厚の２倍を超える厚さを有する、
光導波路と、
　光学的に前記導波路に結合するように配置された光微小共振器とを備え、
　前記金属被覆層は前記光導波路コア隆起部の第１の側面の少なくとも一部の上にあり、
前記微小共振器は前記コア隆起部の反対側にある第２の側面の上に配置され、
　前記金属被覆層は、前記共振器に隣接したコアの部分のみに沿った前記導波路コア上に
存在する、光微小共振器装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は概して、導波路に結合された光微小共振器に基づく光学装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　誘電体キャビティ光共振器は、バイオセンシングを含め、検出用途においてますます注
目を集めている。典型的に、これらの共振器は微小球、または平面導波路系ディスクもし
くは環キャビティのいずれかからなる。これらのタイプの共振器のサイズは典型的には、
微小球については約２０ミクロンから数ミリメートルとなり、環型またはディスク型共振
器については５ミクロンから数百ミクロンとなる。このような小さな球体、および環型ま
たはディスク型共振器はしばしば微小共振器と称される。
【０００３】
　微小共振器系センサーの中で最も一般的な構成においては、微小共振器は光導波路（例
えば１ミクロンから５ミクロンのサイズへテーパリングされているまたはエッチングされ
ているといったように、形状に特別な仕様が施されている光ファイバーなど）に非常に近
接して配置される。導波路へのテーパリング修正により導波路外に実質的な光場が生じ、
光は微小共振器へ結合してその固有モードを励起することができる。共振器キャビティの
形状に応じて、これらの固有モードは種々のタイプであってもよい。球形状およびディス
クキャビティにとって、検出用途のための対象モードは、通常いわゆる「ウィスパリング
ギャラリーモード（ＷＧＭ）」であり、キャビティの面上近傍に閉じ込められた進行波で
ある。ＷＧＭがその面上近くに閉じ込められるため、それらは球体面上または近くの検体
への結合に優れている。図２は、平面ディスク微小共振器キャビティ２１０内における光
伝搬についてのＷＧＭ２０２電界配分を概略的に示す。電界強度Ｅは、断面線Ａ－Ａ’に
沿ったＷＧＭ２０２について、図２に概略的に示される。
【０００４】
　単一モード導波路に基づいた環キャビティについて、横方向の経路が整数の波長に対応
する制約下において、モードは単一横モードチャネル導波路である。ブラッグ格子反射体
付きの単一モード導波路を使用するファブリー・ペロー共振器、またはマルチモード長方
形キャビティなどのその他のキャビティ形状は、それらの固有モードとして周知の定常波
共振を有する。
【０００５】
　低損失材料で作製され、高い表面反射率および線質を有する微小共振器を使用する場合
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、共振モード内に閉じ込められる光の損失は非常に低く、Ｑ係数としても知られる線質係
数について、１０９もの非常に高い値を達成することができる。高いＱ係数により、その
光は長時間共振器内で循環でき、このためキャビティモード中に非常に大きな場増強、お
よび非常に長い有効光伝搬経路を導く。これによって、非線状光および検出用途に対し、
このような装置が有用となる。検出用途において、検知される試料は、共振器の面上、ま
たはその近傍に配置され、その微小共振器外で得られる共振電界のエバネセント部と相互
作用する。電界の増強、および光と試料との間の相互作用長の増加により、微小共振器系
光センサーは高い感度、および／または低い検出限界を特徴とする。
【０００６】
　微小球共振器がテーパリングされた光ファイバーに結合される最も一般的に追求される
構成において、効果的かつ安定した結合を実現することに関して実践上の問題点がある。
第１に、ファイバーの面の外側にある利用可能なファイバーコアの中に光場を作製するた
めに、ファイバーを直径数ミクロンにまでテーパリングしなければならない。これは通常
結果として、比較的長く（数ｃｍ）、脆弱なテーパー領域をもたらす。第２に、光学的結
合およびＱ係数が一定である場合、微小球とファイバーテーパーとの相対位置は、数ナノ
メートル内で一定に保持されなければならない。これは遊離球体およびテーパリングされ
たファイバーでは困難である。
【０００７】
　微小球に結合するために共通して使われる別の構成においては、斜め研磨を施したファ
イバーを微小球と接触させる。この場合、ファイバーテーパーの脆弱性に関連する問題は
克服されるが、微小球をファイバーチップに適切に配置する上で、重大な困難が依然とし
て存在する。さらに、微小球に結合されていない、いわゆる「スルーポート」信号を示す
光は、ファイバーに閉じ込められず、それゆえ収集および分析が難しい。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　微小共振器に対して導波路を結合するための方法および構造について改良の必要性があ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　光導波路と、この光導波路に光学的に結合するために配置された光微小共振器とを含む
、光微小共振器装置を開示する。導波路は、コアと、このコアの１つの境界の少なくとも
一部の上にある金属被覆層とを含む。
【００１０】
　本発明は、添付の図面とともに本発明の様々な実施形態の詳細な説明を熟考することに
よりさらに完全に理解されよう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明は、特に光導波路が光微小共振器に結合される、光微小共振器装置に適用される
。１つ以上の微小共振器への導波路の結合に基づく装置は、センサー、フィルター、通信
装置、およびマイクロレーザーの状況において特に有用である。
【００１２】
　金属被覆導波路は既知であるが、本発明者はこれまでに微小共振器に結合されるものは
見たことがなかった。金属被覆が他の被覆構造よりも高い程度の光学損失を有するため、
歴史的に、おそらく金属被覆導波路を微小共振器に結合しようという提案はなされていな
い。光微小共振器とともに金属被覆導波路を使用することにより、許容される損失量で、
金属被覆導波路からの光を微小共振器へ効果的に結合し、いくつかの実施形態による多く
のその他の利益を得ることが可能であることが発見された。これと同様の利益がここへ述
べられる。
【００１３】



(5) JP 2009-531736 A 2009.9.3

10

20

30

40

50

　金属被覆層は異なる実施形態において異なる位置に配置される。導波路コア外側表面は
、導波路コアの境界を画定する。金属被覆層は、コアの１つの境界の少なくとも一部の上
にある。いくつかの実施形態において、金属被覆は共振器に隣接したコア部分のみに沿っ
た導波路コア上に存在する。金属被覆は、導波路の光学モードの形が修正される原因とな
り（カミノ，Ｉ．Ｐ．（I.P. Kaminow）ら『金属被覆光導波路：光学にあてはまる分析的
および実験的研究（Metal-Clad Optical Waveguides: Analytical and Experimental Stu
dy, Applied Optics）』（１９７４年発行、１３巻３９６ページ）参照）、金属からの誘
電体コアの反対側の境界上に存在する電界の強度を増加することができる。金属被覆を、
共振器の反対側のコアの境界上に配置した際、この電界強度の増強によって、共振器への
結合強度を、従来の誘電体被覆によって達成されうる以上に増加することが可能となる。
代わりに、導波路と共振器とのギャップは、妥当な結合を保持する間、（そのギャップに
よる加工をより容易にするため）増加することがある。
【００１４】
　共振器結合を促進するためのモードの重大なシフトを取得するが、それと同時に導波路
の損失をあまりに強く増加させない金属は、操作の波長で屈折率「ｋ」の虚数部の大きな
値を有するものである。可視的で赤外線波長の近くにある大きなｋ値を有する金属の例は
、アルミニウム、金、インジウム、銀、ロジウム、ナトリウム、イリジウム、マグネシウ
ム、銅、レニウム、鉛、モリブデン、白金、亜鉛、ニッケル、ストロンチウム、ニオビウ
ム、タンタル、イッテルビウム、オスミウム、コバルト、鉄、およびバナジウムである。
【００１５】
　このアプローチは、電界が金属面上に平行である基本モードに偏向した、横断方向電気
「ＴＥ」の場合について主に利益となる。横断方向磁気「ＴＭ」偏向モード（電界が金属
面上に対し垂直）の場合、金属層の存在は結果として、電界が金属面上近くに集中される
「プラズモン」モードである基本的モードになり、それゆえその金属からコアの反対側に
配置された共振器への結合は取得できない。高次ＴＭモードと共振器の間に増強された結
合を達成することは潜在的に可能であるが、一般的には高次ＴＭモードの伝搬損失がＴＥ
モードよりも高いため、装置構造においてこのアプローチを使用することはあまり魅力的
ではない。
【００１６】
　まず、我々は、結合システムの考察のための背景を提供するために、概して微小共振器
導波路の例、およびそれらがセンサーとしていかに使用されるかを述べる。また、微小共
振器に光学的に結合された金属被覆導波路の異なる構成および実施形態を、かかるシステ
ムの利点とともに記載する。最後に、モデリングおよび実験結果を要約する。
【００１７】
　マイクロキャビティ導波路システム
　マイクロキャビティ導波路装置１００の例を図１Ａに概略的に示す。光源１０２は導波
路１０４に沿って検出器ユニット１０６へ光を方向づける。微小共振器１１０は導波路１
０４に光学的に結合される。光源１０２からの光１０８は導波路１０４へ発光され、検出
器ユニット１０６へ向けて伝搬する。微小共振器１１０は導波路１０４外側のいくらかの
光１０８と一過性的に結合し、外側で結合された光１１２が微小共振器１１０内に伝搬す
る。導波路１０４とマイクロキャビティ内の光の強度１１２の外側の両結合は、１または
それ以上の微小共振器の共振頻度に最大化される。
【００１８】
　光源１０２は任意の好適なタイプの光源であってもよい。効率と感度を向上させるため
、光源が導波路１０４内に効率的に結合される光を生じることが有利であり、例えば光源
はレーザーダイオードなどのレーザーであってもよく、または光源は発光ダイオードであ
ってもよい。多くの場合、光源が調整可能な狭いスペクトラムを生成することは有利であ
るため、マイクロキャビティの共振器を精査するために波長を走査することができる。光
源１０２は所望の波長または波長領域の光１０８を生じる。例えば微小共振器がセンサー
内で用いられる場合、光源１０２は感知対象種と相互作用する波長の光を生じる。感知対
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象種は通例、共振器内を伝搬する光が感知対象種と相互作用するように、微小共振器１１
０の表面に近接配置される。また光源１０２はランプと、ランプからの光を導波路１０４
内に結合する好適な光学部品も一緒に備えてもよい。
【００１９】
　センサーとして使用されるマイクロキャビティ導波路システムの説明。
【００２０】
　センサーとしてマイクロキャビティ導波路システムを使用することに対するいくつかの
アプローチがある。アプローチの選択は、検出される検体の化学、検出のための割当時間
、試料調製技術などを含めさまざまな考慮によって判断される。
【００２１】
　１つのアプローチにおいて検出は、微小共振器１１０から検出器へ動く光１０８の強度
または波長の監視に基づく。このアプローチは、検体分子が共振器表面と接触して、導波
路モードのエバネセント場へ入った際に、それらがモードの実効屈折率、さらには同等の
経路の長さを変更するという事実に基づいている。このことは結果として共振器の共振周
波数の変化となる。共振周波数の変化は、入力波長を走査して得られた強度プロファイル
を監視するか、または入力波長を一定（しかし、共振近く）に保持して検出器１０６に到
達する光の強度の変化を検出するかのいずれかによって検出することができる。このアプ
ローチは、検体が共振器に近位しているときに、信号の変化を促すために、タガントが検
体に添付される必要がない点で、「標識不要」であるという利益を有する。
【００２２】
　装置１００が蛍光センサーとして使用された際の代替案では、微小共振器１１０内で伝
搬している光が、微小共振器表面の近位にある蛍光分子（蛍光染料など）によって吸収さ
れる。この染料は検体の存在を示すマーカーとしての役目を果たすために検体と関連する
。より具体的な例においては、微小共振器の表面は、望ましい検体抗原に特異的な抗体で
機能化してもよい。試料調製ステップの部分として蛍光染料に接合された検体抗原分子は
、センサー装置１００へ導かれる。抗原分子は微小共振器１１０上の抗体分子に結合し、
それゆえ微小共振器１１０内で循環している光が蛍光分子と一過性的に結合する微小共振
器１１０の十分近くへ蛍光染料分子を保持する。吸収された光は蛍光分子を励起して、分
子はその後励起波長とは異なる波長で蛍光を放つ。蛍光の検出は検体抗原の存在を立証す
る。
【００２３】
　フルオロセンサーの別の例においては、検体抗原分子は蛍光染料に接合されないが、微
小共振器表面に付着した抗体に結合することができる。蛍光分子に接合したより多くの抗
体は、その後センサー内に導入されて抗原に結合する。また蛍光分子は微小共振器１１０
内を伝搬する光とのエバネッセント相互作用により励起され、その後の蛍光の検出は検体
抗原の存在および存在量を決定するのに用いてもよい。
【００２４】
　光源１０２は光を多数の異なる導波路に向けられてもよく、導波路１０４はそのような
一例である。本発明によると、金属被覆導波路は光を微小共振器へ結合するために使用さ
れる。一実施形態において、図１Ａ～１Ｃの導波路は金属被覆導波路である。おそらく導
波路１０４の全体は、金属被覆導波路ではない。代わりに、誘導体被覆導波路は、微小共
振器に光学的に結合しているポイントに近い金属被覆導波路に結合することができる。残
りの導波路１０４は任意の好適なタイプの導波路であってもよく、例えばシリカ基板内に
形成された導波路などの基板内または上に形成された平面導波路またはチャネル導波路で
あってもよい。また導波路１０４は光ファイバーであってもよい。
【００２５】
　検出ユニット１０６は光検出器、例えば光を検出するフォトダイオードまたは光電子増
倍管を含む。また検出ユニット１０６は光検出器に到達する光の波長を選択する波長感知
装置を含んでもよい。波長選択装置は例えばフィルターまたは分光計であってもよい。ユ
ーザが光検出器に入射する光の波長を能動的に変更することができるように、波長選択装
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置は波長調整が可能であってもよい。
【００２６】
　微小共振器１１０は導波路１０４に物理的に接触するか、または非常に近くにあるかの
いずれかに配置されてもよく、結果として導波路１０４に沿って伝搬している光１０８の
一部が微小共振器１１０にエバネッセント結合する。
【００２７】
　別のタイプの微小共振装置１５０を図１Ｂに概略的に示す。この装置１５０において微
小共振器１１０からの光１５８は第２の導波路１５４内に結合されて検出器１０６に伝搬
する。
【００２８】
　別のタイプの微小共振装置１７０を図１Ｃに概略的に示す。この装置１７０において第
２の検出器１７２は微小共振器１１０からの光を検出するために微小共振器１１０の近く
に位置されている。第２の検出器１７２に検出される光は導波路を介してではなく、むし
ろ周囲媒質（検知される液体検体など）を通り放射モードを介して第２の検出器１７２へ
通過する。第２の検出器１７２によって検出される微小共振器１１０からの光は、例えば
、微小共振器１１０内に循環している光によって、微小共振器の面上近くで、微小共振器
１１０の外に散乱させるか、蛍光種の励起から生じる蛍光のいずれかであってもよい。第
２の検出器１７２は、微小共振器１１０からの光のすべての波長を検出してもよいし、ま
たは例えば、第２の検出器１７２と微小共振器１１０の間に置かれた波長選択素子１７４
の波長の利用を通じて、特定の波長領域内にある光を検出してもよい。波長選択素子１７
４は例えば、微小共振器１１０内で共振する励起波長の光を拒絶するとともに蛍光波長の
光を透過するフィルターであってもよい。また第２の検出器１７２を図１Ｂに示したよう
な構成とともに用いてもよい。図１Ａ～１Ｃにおけるこれらの微小共振器装置は、本発明
の微小共振器導波路結合構造を説明するための背景を提供するために描写された。
【００２９】
　金属被覆導波路を微小共振器に結合するための構成例
　許容される光学損失量で、及びその他の多くの導波路型よりも容易な製造プロセスで、
微小共振器構造をもたらす微小共振器に金属被覆導波路を結合できる方法について多くの
異なる例がある。
【００３０】
　そのような結合の一例は図３、および図４で説明され、金属被覆光導波路３０８に垂直
に結合された微小球共振器３０４を備える微小球導波路構造３００である。図４は、図３
の線４－４に沿った断面図である。図３および図４は、導波路の幅は微小球直径より典型
的にはるかに小さいが、球体と導波路構造の詳細の両方を描写するためにここでは変形さ
せられているため、原寸に比例していないことを留意されたい。図５～１２も、それらの
例と同様に共振器のサイズより導波路の幅が典型的にはるかに小さいので、原寸に比例し
ていない。金属被覆導波路３０８は、本例のシリコンウェハーである、基板３１０上に構
成される。第１に、例えば、シリカの誘電体被覆層３１２はシリコンウェハー３１０上に
成長する。その後、金属層３１６が、誘電体コア層３２０の成長後に作製される。金属層
３１６は、光が基板へ貫通することを妨げるために、反射するインターフェイスとしての
役目を果たすために選ばれる。一実施形態において、そのコア層はシリカである。そのコ
ア３２０はコア隆起部３２４を形成するために部分的にエッチングされる。誘電体コア層
３２０は誘電体被覆層３１２より高い屈折率を有する。そのコアの外側表面は境界を定め
、金属層３１６はコアの境界の少なくとも一部の上にある。図３～４の実施形態において
、金属層は図３～４に示す配向のためにコア３２０の底側の一部の上にある。
【００３１】
　上記の変形で、金属被覆が導波路の全体の長さに沿って存在する場合、誘電体被覆層は
省いてもよい。その場合、その金属は、直接シリコンウェハー３１０上に堆積される。
【００３２】
　一実施形態において、金属層は１５０～３００ナノメートルの厚さの金である。一実施
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形態において、コア隆起部の幅は約４．６μｍである。そのコア層の幅は１ミクロンから
５ミクロンに変わってもよい。コア層の幅の変化により、下記にシミュレーションおよび
実験的結果で説明されるときに実例説明されるように、異なる結合効率を達成できる。
【００３３】
　図４は図３の線４－４に沿って得られた図３の実施形態の断面図である。図４は、金属
被覆層３１６が微小共振器３０４の下方にのみ存在することを示す。金属被覆層の使用に
よって、誘電体層に比べ光学損失が増加するため、金属被覆層３１６は本実施形態の微小
共振器付近にのみ存在する。例えば、図３～４の実施形態において、伝搬方向の金属被覆
層の長さは約３００ミクロンであり、微小球３０４は直径３００ミクロンを有する。金属
被覆層３１６は微小球３０４に対して中央に存在する。いくつかの実施形態において、金
属被覆層（図４のｗ）は微小球の直径の０．１倍から全体の導波路の長さまでの範囲であ
る。
【００３４】
　図３～４のチャネル導波路構造３０８は、半導体製造技術を使用している平面基板上に
一体となって作製される。次いで、球体と導波路との間の光学的結合が垂直方向に生じる
ハイブリッド構成を生成するために、微小球はチャネルの表面上に保留される。このアプ
ローチは、ガラス微小球の高いＱ係数を維持するが、微小球と導波路との結合をいかに正
確に調整するかという問題は解決しない。（微小球とチャネル導波路との間の結合を調整
することに対するアプローチは、米国公開特許出願第２００５／００７７５１３号で提案
されている。）
【００３５】
　導波路に微小共振器を結合することに関する上記の問題の一部は、微小球共振器に基づ
いたハイブリッドシステムをあきらめることによって、並びに結合している導波路（１つ
または複数）および共振キャビティの両方が平面工程を介して作られる完全に集積された
システムを使用することによって克服できる。この場合、導波路と共振器の位置の正確さ
および安定性という問題は解決される。しかしながら、導波路界がその導波路チャネルの
外側に突出する小さな距離（約１００～３００ｎｍ）のために、結合を調整することはさ
らに困難である。この小さな範囲の「エバネセント」場の理由は、小さな共振器内で低損
失を達成するために必要とされる高い屈折率差である。小さいエバネセント場の結果とし
て、導波路と共振器との間の良好な結合には、それらの間に一般的に１ミクロン未満の非
常に狭いギャップが作製されることが必要である。特に導波路層は、典型的に数ミクロン
の厚さであるため、そのような狭いギャップの正確かつ反復可能な作製は、非常に困難で
ある。
【００３６】
　全体の微小共振器導波路構造がモノリシックに作られる説明がこれよりなされる。これ
は共振キャビティがディスクであるとき、または環であるとき、または球体よりもむしろ
単一モードチャネルもしくはマルチモード平面導波路に基づいたその他の共振キャビティ
であるときに可能であり、そのため微小共振器および導波路は同じ平面基板上で作られる
。このモノリシックアプローチは典型的にガラス、ポリマー、または半導体導波路で実現
され、導波路と共振器の間の結合に優れた安定性を提供する。しかしながら、微小共振器
を作製するために使用されるエッチングプロセスは、キャビティのＱを格下げする分散損
失を結果的に生じる表面の粗さをいつも引き起こす。このアプローチを用いて使って形成
されたキャビティは、典型的に数千ものＱ係数の値を有する。
【００３７】
　図５は金属被覆光導波路５０８に垂直に結合されたディスクまたは環微小共振器５０４
を含む微小共振器導波路結合システム５００の実施形態を示す。導波路５０８はこの例に
あるシリコンウェハーである基板５１０上に構成された。まず、例えば、シリカの誘電体
被覆層５１２は基板５１０上に成長する。次に、金属層５１６は堆積およびエッチングさ
れ、共振器への結合が望ましい領域での局所的な金属被覆領域を提供する。次にバス導波
路誘電体コア層５２０が堆積され、模様付けされる。続いて導波路コアは、誘電体被覆金
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属５１２よりも下に埋められ、所望により平らにされる。最後に、共振キャビティ５０４
の高指数コア層が堆積され、模様付けされる。そのコア層５２０はコアの境界を定義する
外側表面を有する。金属層５１６は、コア層の境界の少なくとも一部の上にあり、この場
合は図５に示す配向に対しコア５２０の底面側である。金属層５１６は光が基板へ貫通す
ることを妨げる高反射被覆として役目を果たし、バス導波路の中の光学モードに微小共振
器へ向かって上方に結合強度を高めさせる。一実施形態において、コア層は屈折率を高め
るためにドーパントを添加されたシリカでもある。バス導波路コア層５２０、および共振
キャビティ層５０４は、誘電体被覆層５１２より高い屈折率を有する。
【００３８】
　図５の例は導波路に垂直に結合された微小共振器を有する。また図６に示すように、微
小共振器導波路構造６００によって側方結合関係を有することも可能である。環またはデ
ィスクとして作られた微小共振器６０４は金属被覆導波路６０８と結合されている。導波
路６０８は基板６１０上で成長し、誘電体被覆層６１２及びバス導波路コア６２０を含む
。金属被覆６１６は微小共振器６０４の反対側にあるバス導波路コア６２０の側面６２２
上に配置される。この金属被覆６１６はバス導波路コア６２０にすぐ隣接した誘電体被覆
６１２の上部にも配置される。ギャップ６２４は微小共振器６０４とバス導波路コア６２
０の間に存在する。コアの側面６２２上にある金属被覆６１６は、結合を強化するために
導波路モードを共振器へ向けて押す役割を果たす。
【００３９】
　図７は、追加の金属被覆部分７０２が微小共振器コア７０４の直下に存在することは除
いて、図６とほぼ同一である微小共振器導波路結合構造７００を示す。この構成において
、共振器の光学モードは共振器の上面へ向けて押され、上面の電界が結果としてより強く
なり、それゆえ微小共振器の表面感度を増加させる。金属被覆が共振器と接触しているた
めこの構造は他の実施形態よりも大きな光学損失を結果として生じる場合があるが、蛍光
系センサーの場合のように、非常に高いＱを達成することが重要でない場合に使用できる
ことに留意されたい。図６と図７にある同一の参照番号は同一の要素を示す。
【００４０】
　図８は、図６の構造６００と多くの類似点を有する微小共振器導波路構造８００を示す
。環またはディスクとして作られた微小共振器８０４は金属被覆導波路８０８と側方に沿
って結合されている。金属被覆導波路８０８は基板８１０上で成長し、誘電体被覆層８１
２およびバス導波路コア８２０を含む。金属被覆８１６は微小共振器８０４の反対側にあ
るバス導波路コア８２０の側面８２２上に配置される。ギャップ８２４は微小共振器８０
４とバス導波路コア８２０の間に存在する。図６には存在しないが、図８で示された特徴
は、金属被覆層８１６に隣接する補強構造８２８がある。補強構造８２８はバス導波路コ
ア８２０と金属層８１６を強化および支持し、その結果信頼性を向上させる。一例におい
て、補強構造８２８は導波路コア８２０と同じ金属である。
【００４１】
　図９もまた、金属被覆導波路９０８に側方に沿って結合された環またはディスクとして
形成された微小共振器９０４を含む微小共振器導波路構造９００を示す。導波路９０８は
、基板９１０上に作られ、誘電体被覆層９１２およびバス導波路コア９２０を含む。金属
被覆９１６は、バス導波路コア９２０にすぐ隣接している誘電体被覆９１２の上面と同様
に、微小共振器９０４の反対側にあるバス導波路コア９２０の側面９２２上に配置されて
いる。導波路９０８はまた、３側面上の金属被覆層９１６によって囲まれた補強構造９２
８を含む。補強構造９２８は、バス導波路コア９２０を強化および支持し、その結果信頼
性を向上させる。一例において、補強構造９２８は、金属層よりも大きな機械的強度を提
供する誘電体物質である。加えて、導波路コアと同じ物質の部分９３０は追加の機械的安
定を提供するために金属被覆９１６に隣接して存在し、その結果信頼性を向上させる。
【００４２】
　図１０は、図９の構造９００とほぼ同一の微小共振器導波路構造１０００を示しており
、ディスクまたは環微小共振器１００４および導波路１００８の側方に沿って結合してい
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る。しかしながら、誘電体充填物質１０２８は、金属被覆層１０１６に隣接して存在する
だけではなく、構造１０００の全上面にわたっておよびバス導波路コア１０２０と微小共
振器１００４の間のギャップ１０２４の中にも存在する。導波路１００８は基板１０１０
上に作られ、低い誘電体被覆層１０１２を含む。導波路１００８は、導波路および金属構
造に安定を追加するために、導波路コア物質部分１０３０を含む。誘電体充填構造１０２
８は、微小共振器、導波路コア１０２０、および金属被覆１０１６構造を機械的に補強す
るための比較的低コスト技術を提供する。加えて、その充填物質１０２８の屈折率は、空
気の屈折率よりも高いため、導波路の光の閉じ込めは弱められ、共振器と導波路の間の結
合は強化される。微小共振器導波路構造１０００がセンサーとして使用されることを許す
ため、微小共振器１００４に到達するために、検体が誘電体充填物質１００８を通って移
動できるように、誘電体充填物質１０２８は、液体またはガスに対し透過性である。別の
アプローチでは、充填物質は、正しい屈折率と厚さを有するように構成されるため、共振
器界はその上面を突き通り、それゆえに充填物質１０２８の上面にある検体と結合するこ
とが可能である。
【００４３】
　図１１は、ハイブリッド方式において単一チャネル導波路１１０８へ結合される３つの
微小球共振器１１０２、１１０３、１１０４を有する微小共振器導波路構造１１００を示
す。構造１１００は基板１１１０、誘電体被覆層１１１２、および導波路コア１１２０を
含む。単一の金属被覆層部分１１１６はその導波路コア１１２０および３つの微小共振器
１１０２、１１０３、１１０４部分の下方に配置されている。金属層の境界では、反射が
いくらかの場合において、共振器の望まれた操作を妨げるということが予期されるので、
１つの金属被覆層にわたって３つの微小共振器を一団とすることが望ましく、その結果複
数の反射の発生を排除する。当然のことながら、いかなる数の共振器もこの方法で同一の
金属被覆コアに結合されてよい。
【００４４】
　図１２は、微小共振器導波路構造１２００を示し、導波路コア１２２０の下の金属被覆
１２１６が、その界を共振器側面上の上側被覆１２２８へ押すことにより、結合を向上さ
せる。構造１２００は導波路１２０８へ側方に沿って結合されたディスクまたは環微小共
振器１２０４を含む。導波路コアの下に金属被覆１２１６を有する構造は、導波路コアの
側面上に金属被覆を有する構造よりも作製が容易である。
【００４５】
　図１２において、誘電体充填物質１２２８は、構造１２００の上面として、およびバス
導波路コア１２２０と微小共振器１２０４の間にあるギャップ１２２４の中に存在する。
導波路１２０８は基板１２１０上に作られ、低い誘電体被覆層１２１２を含む。誘電体充
填物質１２２８は、微小共振器および導波路コア１２２０を機械的に補強するための比較
的低コスト技術を提供する。加えて、その充填物質１２２８の屈折率は空気の屈折率より
も高いため、導波路の光閉じ込めは弱められ、共振器と導波路の間の結合は強化される。
微小共振器導波路構造１２００をセンサーとして使用するために、誘電体充填物質１２２
８は液体またはガスに対し透過性であり、その結果検体は誘電体充填物質１２２８を通っ
て移動して微小共振器１２０４に到達できる。別のアプローチでは、充填物質は正しい屈
折率と厚さを有するように構成されており、その結果共振器界がその上面を突き通り、そ
れゆえに検体へ結合することが可能である。
【００４６】
　微小共振器の特徴
　微小共振器は、１０μｍから５ミリメートルの範囲の直径を典型的に有するが、多くの
場合、１０μｍ～５００μｍの範囲である。微小共振器は、環共振器、球体共振器、トロ
イド共振器、ディスク共振器、レーストラック状共振器、長方形状共振器、多角形状共振
器、またはファブリ・ペローキャビティ共振器である。微小球共振器の一般的直径は、平
面製造技術で作られた共振器がより小さく作られるのに対し、３００μｍである。
【００４７】
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　いくつかの実施形態において、微小共振器の表面は、より表面感度のために改善される
。例えば、同一所有者の米国公開番号第２００５／００７８７３１号は、ウィスパリング
ギャラリーモードを有する微小共振器の表面へ導入できる物質の量を増加させる多孔質微
小共振器を記述している。
【００４８】
　一般的導波路の特徴
　導波路は、導波路の外側の光の場の強度を増すためにテーパリングされていることが多
く、このことにより微小共振器内に結合する光量を増加させる。光ファイバー導波路の場
合、ファイバーは伸ばしながら熱せられおよびテーパリングされ、または合計の厚さが約
１～５μｍとなるまで化学的にエッチングされる。同様に平面またはチャネル導波路では
、導波路コアの厚さまたは幅を光が微小共振器に結合される領域において低減されてもよ
い。導波路の大きさが低減されることに加えて、導波路の周囲のクラッドの厚さも低減し
得る。
【００４９】
　微小共振器と導波路テーパーの間の安定した相対的な位置は取得するのに難しいことが
ありうる。微小共振器と導波路の安定した相対的な位置を確立することについて様々なア
プローチが同一所有者および同時系属米国公開特許出願第２００５／００７７５１３号で
より具体的に論じられている。
【００５０】
　導波路がコア隆起部を含むところに、そのコア隆起部に関係した金属被覆層を配置する
ための多くのオプションがある。一実施形態において、金属コーティングは、コア隆起部
の下に配置されている。別の実施形態において、金属被覆層は、コア隆起部分の少なくと
も一部の下方にある。さらに別の実施形態において、金属被覆層は、コア隆起部の側面部
分少なくとも一部の上にある。
【００５１】
　一実施形態において、導波路コアは、以下の物質：シリカ、シリコン、窒化シリコン、
酸窒化シリコン、チタニア、ジルコニア、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体、ＩＩ－ＶＩ族化合
物半導体、およびポリマーから、１つ以上を含む。シリカ物質は、シリカ内にゲルマニウ
ム、リン、またはチタンなどのドーパントを有することができる。
【００５２】
　金属層は、装置が操作される光学周波数範囲内で優れた反射物として作用するいかなる
金属であってもよい。すなわち、屈折率の虚数部が、一般的に５以上の大きいものである
。しかしながら、低い伝搬損失をさらに達成するために、一般的にｋ／ｎが５より大きい
ような、屈折率の実数部に対して屈折率の虚数部の比率のより大きいものが望まれる。
【００５３】
　表Ｉは、波長が６３３ｎｍまたは１５５０ｎｍのいずれか、またはその両方で測定され
たいくつかの金属に対する光学定数ｎとｋの値を提供する。また表Ｉは、いくつかの金属
に対するｋ／ｎの比率を表す。さらに、表Ｉは１５５０ナノメートル時のそれぞれの表皮
厚を表す。表皮厚は次のように計算される。
【００５４】
【数１】

【００５５】
　金属の光学定数の測定は、特定の材料試料、測定技術、およびその他の因子によって変
わり得るということに注意することが重要である。結果として、表Ｉの値は他の情報から
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見つけられた光学定数と異なる場合がある。
【００５６】
【表１】

【００５７】
　被覆層にふさわしい金属は、アルミニウム、金、インジウム、銀、ロジウム、ナトリウ
ム、イリジウム、マグネシウム、銅、レニウム、鉛、モリブデン、白金、亜鉛、ニッケル
、ストロンチウム、ニオビウム、タンタル、イッテルビウム、オスミウム、コバルト、鉄
、およびバナジウムおよびこれらの元素の合金、を含む。金、銀、アルミニウム、銅、お
よびこれらの合金は、これらに基づく波長が低損失であるため、１５５０ｎｍにおいての
金属被覆層として特に有用である。
【００５８】
　これらの金属は、光学損失に対する場増強利益のバランスを保つために選ばれる。金属
被覆の追加によって生じる微小共振器装置への全体の光学損失は、どれだけの長さにわた
って導波路領域が結合するために金属でコーティングされるかに依存し、これは同様に共
振器のサイズに依存する。結合領域は、多くの実施形態において、１０から１００ミクロ
ンの長さの範囲にある。減衰／ミリメートルに対する最小値を見積もるために、最長値の
１００ミクロンを選ぶ場合、「低損失」は１０ｄＢ／ｍｍより低いものとして定義するこ
とが妥当である。１００ｄＢ／ｍｍ（１０ミクロン長における１ｄＢに相当する）の損失
が許容範囲であるならば、本質的に、本明細書に記載された金属のいずれもが機能する。
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許容される損失量は、どれだけの力が利用可能であるかに、どれだけその信号が強いかに
、騒音源に、およびその他の要因に依存するシステムレベルの問題であるため、ある程度
までは、低損失および許容され得る損失量の定義は任意である。もちろん、場増強および
減衰は波長に依存し、そのため金属の選択は動作波長に依存する。
【００５９】
　計算に基づいて、次の傾向が明らかになる：
　１）動作波長についてｋが＞５の際、たいていの場増強は取得される。ｋが２またはそ
のあたりまで落ちることにはいくつかの利益があるが、最高の成果にはｋ＞５が必要であ
る。
【００６０】
　２）ｋ／ｎが＞５の際、その損失は１０ｄＢ／ｍｍより低いと予測される。
【００６１】
　これらの原則は、一般的に使用される対象の波長：１５５０ｎｍおよび６３３ｎｍに適
用される。１５５０ｎｍの波長の操作で優れた場増強を提供する金属のリストは、アルミ
ニウム、金、インジウム、銀、ロジウム、ナトリウム、イリジウム、マグネシウム、銅、
レニウム、鉛、モリブデン、白金、亜鉛、ニッケル、ストロンチウム、ニオビウム、タン
タル、イッテルビウム、オスミウム、コバルト、鉄、およびバナジウムのようになる。損
失＜１０ｄＢ／ｍｍの場合、このリストは、金、銀、アルミニウム、ナトリウム、および
銅となる。明らかに、化学的理由から、ナトリウムの使用は容易ではない。６３３ｎｍの
動作波長では、良好な場増強を提供する金属のリストは、アルミニウムとロジウムである
。このうち、アルミニウムだけが１０ｄＢ／ｍｍ以下の損失も与える。
【００６２】
　いくつかの実施形態において、金属被覆層は模様が付けられている。いくつかの実施形
態において、金属誘電体被覆層は模様が付けられている。金属層についての厚さの必要性
は、金属への電界透過（electric field penetration）の深さによって決定され、表皮厚
（１／電界のｅ崩壊長）によって述べられる。意図が結合で増強である金属被覆導波路に
おいて能力を最適にするために、その金属は、不十分な電界がコアの反対側の金属の側面
へ透過しないのに十分な厚みを有するべきである。１５５０ｎｍで作用する波長において
、典型的な金属の表皮厚は２０～５０ｎｍである。金属の片側へ光学モードを制限するた
めに、約２つの表皮厚を超える厚さが望ましい。それゆえに、金属の特性次第で、最少厚
さは４０～１００ｎｍが妥当である。しかしながら、最小限の厚さを大きく超えた場合、
金属の正確な厚さの制御は必要とされないことを留意されたい。金属の厚さが動作波長に
おいて少なくとも２倍の表皮厚である場合、結果は、屈折力の２パーセント未満が金属の
誤った側面上、すなわちコアの反対側にあるというものになる。
【００６３】
　基板上の段階的遷移は、従来の導波路と金属被覆導波路の間にあるいくつかの実施形態
において存在する。一例における金属被覆導波路はテーパーの１つの側面上に金属被覆層
を有する光ファイバーテーパーである。
【００６４】
　チャネル導波路の微小共振器への結合を組み立てる方法
　前述のとおり、微小共振器へ金属被覆チャネル導波路の結合を組み立てるための２つの
第一次カテゴリーがある：ハイブリッドおよびモノリシックである。どちらのアプローチ
においても最初の基板が提供され、その上に導波路が作成され、導波路は、少なくとも一
側面部分上にコアおよび金属被覆層を含む。その後、微小共振器が導波路と光学的な結合
関係になるように、微小共振器を配置する。２つの選択肢とは、導波路および共振器がモ
ノリシック光集積回路として作製されるか、または導波路および共振器が別々に作製され
てハイブリッド光回路として組み立てられる、ということである。
【００６５】
　ＡＲＲＯＷ構造上での金属被覆導波路の利点
　集積光チャネル導波路などの非ファイバー導波路の、微小球共振器との一般的利用は見
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出されていないが、これは微小球への光の適切な結合を得るのに十分に大きな導波路の外
側で利用可能な光場を作製することが困難であるためである。微小球が使用されているチ
ャネル導波路の一例は、反共振反射光導波路（ＡＲＲＯＷ）として知られる。より特別な
型のＡＲＲＯＷは、ストリップ線台反共振反射光導波路（Stripline Pedestal Anti-Reso
nant Reflecting Optical Waveguide）（ＳＰＡＲＲＯＷ）である。ＡＲＲＯＷ構造は、
ＳｉおよびＳｉＯ２などの物質の高屈折率および低屈折率の層が交互に積み重なった高い
反射性を有する基板から、導波路コアを光学的に隔離しており、その厚さは垂直に方向を
持ったガイド波長の４分の１であると定義されている。ＡＲＲＯＷ構造を述べている初期
の書類は米国特許第４，７１５，６７２号（デュゲ（Duguay）ら）である。米国特許第６
，６５７，７３１号（タパリアン（Tapalian）ら）は、化学センサー内の微小共振器へ光
を結合するためのＳＰＡＲＲＯＷ導波路の使用を記載する。ＡＲＲＯＷ構造の欠点は、Ａ
ＲＲＯＷ構造は製造の間の厚さ制御を必要とする複数層を含んでいるということであり、
それゆえに、相当に時間を消費し、および製造するのに複雑である。
【００６６】
　金属被覆導波路は、ＡＲＲＯＷ構造に比べ製造することが非常に容易である。本発明に
よると、高いまたは低い屈折率の金属が交互に成長する複数層よりもむしろ、単一の金属
層を使用してもよい。さらに、本発明の金属被覆層の場合、いくつかの最小値よりも厚い
ことのみが必要で、構造が有する性能に逆影響を与えることがないのに対し、ＡＲＲＯＷ
構造の場合は、反射層の厚さの非常に正確な制御を必要とする。
【００６７】
　従来の導波路とＡＲＲＯＷの間に段階的なオンチップ遷移を作製することは非常に難し
い。しかしながら、金属層の厚みがより小さいために、従来の導波路と金属被覆導波路の
間に段階的なオンチップ遷移を作製することはより容易である。また図６～１０に示すよ
うに、側面結合を増強するために、導波路隆起部の側面上に金属コーティングを適用する
ことは、そこへ多層反射物を堆積することよりも簡単である。
【００６８】
　モデリングと実験の結果
　一連のモデリング実験は典型的な金属被覆導波路の特徴を究明するために行われた。こ
の目的のために、分析的アプローチが使用され、並びに、有効モデル指数、場振幅、およ
び様々な金属被覆導波路構造のための伝搬損失を解決するための市販のビーム伝搬法（Ｂ
ＰＭ）ソフトウェアが使用された。具体的には、Ｒソフトデザイングループ（RSoft Desi
gn Group, Inc.）（ニューヨーク州オッシニング（Ossining, New York））から入手可能
なビームＰＲＯＰ（商標）ソフトウェアがＢＰＭソフトウェアとして使用された。
【００６９】
　モデリング実験の１つの目標は、共振器が配置される側にあるコアの外側の導波路電界
振幅の割合を測定することであった。この値は、導波路モードと共振器モードの間の結合
の強度に関係するため、重要であると考えられている。相対電界の増加は、参照構造に対
する特定された構造のためのこの統合された振幅の比率として定義される。
【００７０】
　分析的アプローチは、金属被覆スラブ導波路構造の特性を調査することによって一般的
傾向を求めるために使用された（カミノ（Kaminow）ら「金属被覆光導波路：分析的およ
び実験的調査（Metal-Clad Optical Waveguides: Analytical and Experimental Study）
」（『応用光学（Applied Optics）』、１９７４年発行、１３巻３９６ページ）参照）。
この構造は３つの層、すなわち、非常に厚い金属層と、屈折率１．５で厚さ１ミクロンの
コア層と、屈折率１．３３で非常に厚い上面誘電体被覆層とから成る。参照の構造は金属
層にある屈折率１．４５の層を除いて同一である。上面被覆層における相対電界上昇およ
び６３３ｎｍと１５５０ｎｍの波長に対する計算された減衰は、図１３Ａ～Ｃおよび図１
４Ａ～Ｃで示される。
【００７１】
　図１３Ａは、６３３ｎｍの波長で、金属の屈折率の実数部の６つの異なる値について、
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金属の屈折率の虚数部に対してプロットされた上面被覆層における相対電界の増加を示す
。
【００７２】
　図１３Ｂおよび１３Ｃは、金属の屈折率の実数部の６つの異なる値について、金属の屈
折率の虚数部に対してプロットされた６３３ｎｍの波長での毎ミリメーターデシベル単位
のＴＥＯ偏光の減衰を示す。図１３Ｃは図１３Ｂと同じデータを示すが、両軸により細か
い目盛りを使用している。
【００７３】
　図１４Ａは、１５５０ｎｍの波長で、金属の屈折率の実数部の６つの異なる値について
、金属の屈折率の虚数部に対してプロットされた上面被覆層における相対電界の増加を示
す。図１４Ｂおよび１４Ｃは、金属の屈折率の実数部の６つの異なる値について、金属の
屈折率の虚数部に対するプロットされた１５５０ｎｍの波長での毎ミリメーターデシベル
単位のＴＥＯ偏光の減衰を示す。図１４Ｃは図１４Ｂと同じデータを示すが、両軸に細か
い目盛りを使用している。
【００７４】
　ビーム伝搬ソフトウェアを使用する数値のモデリングは、実質のチャネル導波路構成内
の金属被覆の利益を計測するために行われた（分析が簡単に分析的に行われたスラブ導波
路構成に反するものとして）。図１５は、数的モデリングが行われたチャネル導波路構成
１５００を示す。
【００７５】
　チャネル導波路構造は、コア１５０２を含み、そのコアはそれぞれに１．５および２ミ
クロンの幅と高さを有し、屈折率は１．５３であった。金属層１５０４の屈折率と厚さの
始まりはそれぞれ０．５６＋ｉ１１．５および２００ｎｍであった。この開始点から、厚
さと金属の屈折率虚数部は従属関係を探すために変えられた。コア１５０２は、屈折率１
．４５を有するシリカ基板１５１０上に置く。上部の被覆１５０８は屈折率１．３３を有
する水である。相対電界の増加は右側被覆領域１５０６で計測された。すべてのケースに
対し、波長は１５５０ナノメートルであった。相対電界の増加の計測のための参照構造は
金属をもたないケースである。結果として、その他のモデル内において金属領域であるも
のの屈折率は、参照構造の１．３３である。
【００７６】
　図１５の金属被覆構造について、その意図は、参照構造と比べ、コアの右側の水被覆領
域内における電界の量を増加することである。
【００７７】
　図１６は、図１５に示すチャネル導波路の例についての金の層の厚さに関する実数部お
よび虚数部の伝搬定数の従属関係をグラフで示す。図１７は金の層の厚さを変更した場合
の、図１５に示すチャネル導波路の例の右側被覆金属領域の相対電界の増加を示す。
【００７８】
　図１６および１７は、図１５の構造例において、比較的薄い金属層が使用できることを
実証する。例えば、一実施形態において、金属層の厚さは２０ｎｍより大きい。別の実施
形態において、金属層の厚さは４０ｎｍよりも大きい。さらに別の実施形態において、金
属被覆の厚さは５０ｎｍよりも大きい。別の実施形態の場合、金属被覆層の厚さは８０ｎ
ｍより大きい。５０ｎｍより大きい金属被覆層の場合、その構造によって、より薄い金属
層によって生じうる金属被覆を介したモードの損失および漏れを回避することができる。
与えられた構造に対して必要とされる金属の実際の厚さは、導波路の型、形状、および層
屈折率、並びに使用される金属、および動作波長に依存する。
【００７９】
　図１８は、金属屈折率の虚数部が変わり、屈折率の実数部が０．５６で一定する間の、
図１５に示す構造例に対する伝搬損失を示す。図１８の結果は、屈折率の実数部が０．５
であったケースについての図１４Ｂに示す分析的モデルの結果に非常によく一致する。
【００８０】
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　実験は金属被覆導波路へ結合された微小共振器の観測されたＱ係数を測定するために実
行された。観測されたＱ係数（quality factor）は、
【００８１】
【数２】

【００８２】
　によって定義される（式中、
【００８３】
【数３】

【００８４】
　が共振周波数であり、
【００８５】

【数４】

【００８６】
　は、特定モードに対するキャビティ減衰レートである）。このことは関数
【００８７】

【数５】

【００８８】
　を使用して実験的に決定される（式中、
【００８９】
【数６】

【００９０】
　は、それぞれ共振波長および１／２幅である）。
【００９１】
　また、
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【００９２】
【数７】

【００９３】
　である（式中、
【００９４】
【数８】

【００９５】
　は、共振器の固有のＱ係数であり、
【００９６】
【数９】

【００９７】
　は、導波路への結合による寄与である）。
【００９８】
　導波路を通して透過される光の一部は、測定可能であり等式
【００９９】

【数１０】

【０１００】
　を満たす。最大光強度は導波路から
【０１０１】
【数１１】

【０１０２】
　の場合、引き出されるということに留意されたい。
【０１０３】
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　再配列は
【０１０４】
【数１２】

【０１０５】
　および、
【０１０６】
【数１３】

【０１０７】
　を与える。
【０１０８】
　テストされた例は、図３および４の例で、微小球共振器が直径３００ミクロンを有し、
および導波路が厚さ３００ナノメートルの金被覆層を含むものであった。導波路のコアの
厚さは異なる実験に対し変えられた。コア隆起部の幅は４．６ミクロンであった。この実
験配列は図１Ａで示すものと似ていた。それぞれの実験において、金被覆導波路１０８は
微小共振器１１０と接触するように配置され、両方は水に浸された。ダイオード波長可変
レーザーが９８０ｎｍでのレーザー波長を有する光原１０２として使用された。レーザー
によって放たれた光の波長は、レーザー内側の圧電アクチュエーター（piezo-actuator）
を作動させる電圧を変えることによって調整された。波長が、１以上の微小共振器のウィ
スパリングギャラリーモード１１２で共振時であったとき、その微小共振器へ結合された
レーザー力の総量は増加され、検知器１０６においてパワードロップを導いた。
【０１０９】
　図１９は、コアの厚さが２．０ミクロンの厚さであるレーザー波長調整の機能を有する
検知器で検知された信号を示す。微小共振器の観測されたＱ係数は、これら結果から約７
×１０６となると推定され、その効率はほぼ１００％となった。微小共振器の固有のＱ係
数は１．４×１０７と計算された。
【０１１０】
　この結果は、高いＱ係数を有する微小共振器を金属被覆導波路へ有効的に結合すること
ができることを立証する。
【０１１１】
　異なる実施形態において、コアの厚さは２．５ミクロンの厚さであった。微小共振器シ
ステムのＱ係数は約３×１０６であり、結合効率は７８％であった。別の実験ではコアの
厚さが３ミクロンの厚さであるところで行われた。微小共振器システムのＱ係数は、約１
．５×１０６であり、結合効率は、ほぼ６０％であった。別の実施形態において、コアの
厚さは４ミクロンの厚さであった。微小共振器システムのＱ係数は、約５×１０６であり
、結合効率は３０％であった。
【０１１２】
　これらの実験の間、微小球共振器と結合された金被覆導波路の光の減衰または損失は、
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ＡＲＲＯＷ構造の導波路の減衰または損失と比較可能であるということが発見された。さ
らに、その金被覆導波路はＴＥ偏光のみを透過するということが発見された。
【０１１３】
　上記のように、本発明は微小共振器に適用され、微小共振器が検出用途において使用さ
れる場合に特に役立つと考えられる。本発明は、上に記載した特定の実施例に限られると
みなすべきではなく、添付の請求項で明確に提示されているとおり、本発明のあらゆる態
様を網羅していると理解すべきである。本明細書を検討すれば、本発明を適用可能なさま
ざまな変更例、均等なプロセス、多数の構造を本発明に関連する当業者には容易に明らか
になろう。特許請求の範囲はこのような修正および装置を網羅しようとするものである。
【０１１４】
　上記明細書は完全な構造の説明および本発明の使用を提供する。本発明の実施形態の多
くは、本発明の精神および範囲を逸脱することなく行うことが可能であるため、本発明は
特許請求の範囲に属する。
【０１１５】
　本発明は多くの方法で改善されうるが、具体例を例として図面に示し、詳細に示す。し
かしながら、本発明を、記載される特定の実施形態に限定することを意図しないことが理
解されよう。逆に、その意図は、添付の特許請求の範囲で定義する本発明の趣旨と範疇に
含まれる全ての修正物、等価物、および代替物を網羅することである。
【図面の簡単な説明】
【０１１６】
【図１Ａ】微小共振器系装置の実施形態の概略図。
【図１Ｂ】微小共振器系装置の実施形態の概略図。
【図１Ｃ】微小共振器系装置の実施形態の概略図。
【図２】光線モデル、および平面ディスクに対するウィスパリングギャラリーモード内に
伝搬している光の電界配信の概略図。
【図３】微小球共振器に結合された金属被覆導波路の実施形態の概略図。
【図４】図３の実施形態の線４－４に沿った側面断面の概略図。
【図５】金属被覆導波路に垂直に結合された平面（ディスクまたは環）微小共振器の実施
形態の概略図。
【図６】金属被覆導波路に側方に沿って結合された平面微小共振器の概略図。
【図７】より優れた表面感度のために共振器が改善された、金属被覆導波路に側方に沿っ
て結合された平面微小共振器の概略図。
【図８】導波路を強化するために金属被覆がギャップ内に配置された、金属被覆導波路に
側方に沿って結合された平面微小共振器の概略図。
【図９】導波路を強化するために金属および誘電体被覆がギャップ内に配置された、金属
被覆導波路に側方に沿って結合された平面微小共振器の概略図。
【図１０】導波路と強化するために金属および誘電体被覆がギャップ内に配置されるとと
もに、追加の強化を加えるために誘電体被覆が構造の上面にわたる、金属被覆導波路に側
方に沿って結合された平面微小共振器の概略図。
【図１１】金属被覆導波路に垂直に結合された３つの球形微小共振器の概略図。
【図１２】導波路コアの下に金属が配置され、金属被覆導波路に側方に沿って結合された
平面微小共振器の概略図。
【図１３Ａ】６３３ｎｍの波長での相対電界の増強および導波路減衰における金属被覆の
屈折率の実数部および虚数部の効果を示す、スラブ導波路構造の例のモデリング結果。
【図１３Ｂ】６３３ｎｍの波長での相対電界の増強および導波路減衰における金属被覆の
屈折率の実数部および虚数部の効果を示す、スラブ導波路構造の例のモデリング結果。
【図１３Ｃ】６３３ｎｍの波長での相対電界の増強および導波路減衰における金属被覆の
屈折率の実数部および虚数部の効果を示す、スラブ導波路構造の例のモデリング結果。
【図１４Ａ】１５５０ｎｍの波長での相対電界の増強および導波路減衰における金属被覆
の屈折率の実数部および虚数部の効果を示す、スラブ導波路構造の例のモデリング結果。
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【図１４Ｂ】１５５０ｎｍの波長での相対電界の増強および導波路減衰における金属被覆
の屈折率の実数部および虚数部の効果を示す、スラブ導波路構造の例のモデリング結果。
【図１４Ｃ】１５５０ｎｍの波長での相対電界の増強および導波路減衰における金属被覆
の屈折率の実数部および虚数部の効果を示す、スラブ導波路構造の例のモデリング結果。
【図１５】図１６～１８に示された結果である、数的モデリングが行われたチャネル導波
路構造の図。
【図１６】金属が金であり、１５５０ｎｍの波長での、図１５の金属層の厚さの実効モー
ド屈折率の従属関係のビーム伝搬法（ＢＰＭ）による計測。
【図１７】金属層の厚さに応じて、図１５に示された金属被覆導波路についての相対電界
の増強のＢＰＭ計測。
【図１８】金属の屈折率虚数部に応じて、図１５に示された金属被覆導波路についての伝
搬損失のＢＰＭ計測。
【図１９】本発明の原理による、金属被覆導波路に結合された微小球からなる微小共振器
の実施形態のための、実験的に取得された共振プロットを示すグラフ。

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】
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